
（
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記記載事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をい

ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提

供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第 100 回定時株主総会資料

・事業報告

　「業務の適正を確保するための体制」
　「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」

・連結計算書類

　「連結株主資本等変動計算書」

　「連結注記表」

・計算書類

　「株主資本等変動計算書」

　「個別注記表」

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）



業務の適正を確保するための体制

　当社は、「内部統制（コーポレート・ガバナンス）」に関する基本的な考え方について、次のとおり定

めております。

① 基本方針

　当社は、企業価値の継続的な向上と企業の社会的責任を果たし、ステークホルダー（株主、顧客、取
引先、従業員及び地域社会）の満足と信頼を得るため、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を推進
いたしております。

　その実現のため、次の事項を重要課題であると認識しております。

１. 迅速かつ適正な意思決定と業務執行

２. 法令の遵守

３. 公正、適時、適切な情報開示

【経営理念】

　当社は、社会的に有用な企業として、継続的発展を追求し、適正な利益を確保することにより、株

主、顧客、取引先、従業員とともに繁栄を目指して豊かな社会づくりに貢献する。この実現のために、

当社独自の技術とサービスで顧客の期待に応え、誠意・創造性・迅速な対応・環境との調和をモットー

に信頼される企業を目指す。

【企業倫理行動指針】

１. 社会的に有用な製品・サービスを安全性や個人情報・顧客情報の保護に十分配慮して開発、提

供し、顧客・ユーザーの満足と信頼を獲得する。

２. 従業員の人格・個性を尊重し、安全で働きやすい職場環境を確保する。

３. 環境問題への取り組みは人類共通の課題であると認識し、自主的、積極的に行動する。

４. 株主はもとより、ステークホルダーの立場を尊重するとともに、広く社会とコミュニケーショ

ンを行い、企業情報を積極的かつ公正に開示する。

５. 経営責任者は、本行動指針の精神の実現が自らの役割であることを認識し、率先垂範のうえ、

社内に徹底するとともに、グループ企業や取引先に周知させる。また、社内外の声を常時把握

し、実効ある社内体制の整備を行うとともに、企業倫理の徹底を図る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、当社の定める「企業倫理行動指針」に従い行動することを基本とし、企業として必要な法令

ならびに定款、社内規程に基づいた文書の保存・管理を行っております。

　また、重要な内部情報の管理に関して、「内部情報管理規程」により、基準を設けております。さら

に当社が保有する個人情報につき、「個人情報管理規程」により、個人情報の適正な取扱いと個人の権

利・利益を保護するために基本となる事項を定めています。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、倫理、法令を遵守するとともに、多種多様なリスクの迅速かつ適法・適正な対処を実行する

ためコンプライアンス推進室を内部監査室に統合し、「損失の危険の管理に関する規程」を制定し、健

全経営に努めております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、定例の取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定ならびに業務執行状況の監督等を行

っております。さらに業務の意思決定の迅速化と権限の明確化を図り、また、経営機構を意思決定・監

督と業務執行に分離し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため、2006年６月29日より執行役員制

度を導入し、業務の遂行状況と収益のフォローを行っております。

⑤ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、定款・法令遵守のため、組織上他部門から独立した「内部監査室」を設け、当社及び子会社

の取締役・使用人の職務執行を監視しております。

　また、代表取締役社長を委員長とする「内部統制推進委員会」を設置し、取締役会へコンプライアン

－ 1 －



スに関する情報を報告・指示するとともに、内容によっては、顧問弁護士に助言・指導を求める体制に

しております。

　さらに、社内のコンプライアンス違反行為を早期発見・対処するため、「内部通報規程」を設け、そ

の窓口は「内部監査室」が担当し、その内容の調査・是正ならびに通報者の保護を行っております。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　イ．当社は、当社の定める「企業倫理行動指針」の適用範囲は子会社を含むものとしており、当社グ

ループが、統一した企業倫理のもとで業務を行えるよう体制を整えております。また、コンプライ

アンスの強化・推進のため、子会社の社長を内部統制推進委員に任命しており、当社が定める「内

部通報規程」は、当社グループ全体を対象とし、内部監査室が当社及び子会社の通報・相談に、公

平な立場で対応する体制を構築しております。

　ロ．当社は、「関係会社運営規程」に基づき、子会社を管理する体制を構築し、子会社の業務及び取

締役等の職務の執行の状況を「関係会社収益遂行会議」により報告を受けています。

　ハ．当社は、子会社においても倫理、法令を遵守するとともに、多種多様なリスクの迅速かつ適法・

適正な対処を実行するため、当社の損失の危険の管理に関する規程を子会社にも準用しておりま

す。

　ニ．子会社の取締役の一部に、当社の役職員が就任することにより、当社が業務の適正を監視できる

体制を採っています。

⑦ 監査役の職務を補助する使用人及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人に

対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の業務遂行が確実かつ迅速にできるよう、補助と監査役会の事務局等の職務を行うために他部

署との兼務で人員配置しております。なお、兼務であたる使用人は監査役にかかる業務を優先して従事

するものとしています。また、これにあたる人事異動は、取締役と常勤監査役、監査役の協議のうえ、

了承を得て行っております。

⑧ 監査役への報告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

　イ．当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを

発見したときは、法令に従い、直ちに監査役に報告しております。

　ロ．監査役が必要と判断した時は、いつでも当社及び子会社の取締役及び使用人等に対して報告を求

めることができます。

　ハ．監査役に報告を行った者が、当該報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制

としています。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する方針

　監査役の職務の執行について生ずる費用等を監査役が請求したときは、当社が必要でないと認めた場

合を除き、速やかにその費用等を処理します。

⑩ 監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　常勤監査役ならびに監査役は、取締役会のほか、必要があれば重要な会議に出席するとともに、業務

執行に関する重要な文書を閲覧、説明を求めることとしております。

　また、会計監査人からの監査内容の説明を受けるとともに意見・情報交換などの連携を図っておりま

す。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社は、「コンプライアンスガイドライン指針」において反社会的勢力に対する行動指針を定め、役

員・従業員への周知徹底を図っております。社内体制は、総務部を対応窓口として平時より管轄警察

署、顧問弁護士の助言・指導を受けるとともに暴力追放広島県民会議への参加等により、情報収集に努

め、反社会的勢力との根絶を徹底しております。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための運用状況は以下のとおりであります。

　経営及び業務執行の健全かつ適切な運営強化のため、内部統制推進委員会を年２回開催し、内部通報の

有無及び法改正情報の確認、行動基準の遵守状況の報告等、その他コンプライアンスに関する課題の把握

と対応策について審議し、業務におけるリスク及びコンプライアンス違反行為等の早期発見に努めており

ます。また、内部監査室により、業務遂行に関する監査、財務報告に係る内部統制に関する監査を実施し

ております。内部統制推進委員会は必要に応じて、取締役会に議事内容を報告することで、リスク及びコ

ンプライアンス違反等の事象と対策の状況を経営責任者と共有しております。

　併せて、匿名性が担保された通報窓口を内部監査室に設置しており、業務におけるリスク及びコンプラ

イアンス違反行為等の情報収集体制を整備しております。
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( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,200 672 8,313 △2,017 8,168

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △169 － △169

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － 1,017 － 1,017

自 己 株 式 の 取 得 － － － △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ）

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 848 △0 847

当 期 末 残 高 1,200 672 9,161 △2,018 9,016

（単位：百万円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利 益 累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 178 △5 1,585 △182 1,575 9,744

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △169

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － － － － 1,017

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

29 5 △23 254 265 265

当 期 変 動 額 合 計 29 5 △23 254 265 1,113

当 期 末 残 高 207 － 1,561 72 1,841 10,857

連結株主資本等変動計算書
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連  結  注  記  表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

  子会社はすべて連結しております。

  連結子会社の数　1社

  連結子会社の名称　内海エンジニアリング株式会社

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の事業年度末日と連結会計年度末日は一致しております。

３．会計方針に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等　……………移動平均法による原価法

②  棚卸資産

・原材料及び貯蔵品・商品……………主として個別法及び移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法により算定）

・仕掛品 ………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

③  デリバティブ……………………………時価法

(2) 減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産(リース資産を除く)……定率法

  但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

  なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用し

ております。

  主な耐用年数は次のとおりであります。

建物                  ３年～65年

構築物                ３年～60年

機械装置及び運搬具    ２年～40年

②　無形固定資産(リース資産を除く)……定額法

　　　　　及び長期前払費用 　但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

③　リース資産………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　船舶保証工事引当金……………………新造船の保証工事に対する費用支出に備えるため、保証期間内の保証工事費用見積額を計上してお

ります。

③　工事損失引当金…………………………受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持受注工事のうち、損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、その損失見込額を計上してお

ります。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。

①船舶事業

　船舶事業においては、主に新造船の建造並びに船舶の改造、修繕を行っております。収益の認識について、一定の期間にわたり履行義務

が充足される取引については、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間

にわたり認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法については、インプット法によっており、決算日までに発

生した工事原価が工事原価総額に占める割合をもって算出しております。また、その対価は契約条件に従い、段階的に受領しているため、

重要な金融要素はありません。

　一定の期間にわたり履行義務が充足される取引のうち、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務

を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により収益を認識しております。その対価は商品等の引

渡し後概ね６ヶ月以内に受領しているため、重要な金融要素はありません。

　一時点で履行義務が充足される取引及び期間がごく短い工事については、主に顧客に商品等を引き渡した時点で収益を認識しておりま

す。また、その対価は商品等の引渡し後概ね６ヶ月以内に受領しているため、重要な金融要素はありません。
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②その他事業

　その他事業においては、主に当社子会社による建設工事、自動車販売・整備を行っております。収益の認識については、主に顧客に商品

等を引き渡した時点で認識しております。また、その対価は商品等の引渡し後、概ね６ヶ月以内に受領しているため、重要な金融要素はあ

りません。

(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

(6) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　為替予約取引は、為替予約が付されている外貨建金銭債権について、振当処理を採用しております。金利スワップ取引は、特例処理の要

件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ア．ヘッジ手段………為替予約、金利スワップ

イ．ヘッジ対象………売掛金、借入金

③ヘッジ方針

　売掛金、借入金に係るヘッジ取引は、通常の範囲内において、将来の為替変動リスク、金利変動リスクの回避（キャッシュ・フローの固

定）を目的として行っており、投機的な取引は行わない方針であります。

④ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、キャッシュ・フローの変動を完全に相

殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

  なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。

  数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

  過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

  未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付

に係る調整累計額に計上しております。

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記

１．（船舶事業に係る収益の認識）

　当社グループは、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引については、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を

見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

　なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法については、インプット法によっており、決算日までに発生した工事原価が工事原価総

額に占める割合をもって算出しております。

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　売上高（当期完成引渡しを除く）29,355百万円

（2）会計上の見積りの内容について、連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　進捗度に基づく収益認識の前提となる工事原価総額の見積りについては、主に過去の建造実績に基づいた数値を参考にして、建造実績と顧

客との契約で発生する仕様差による材料費、工費及びその他の費用の増減を見積った上で船舶ごとに算定しております。その中でも、新たな

設計箇所については、工事原価総額の見積りにおいて高い不確実性を伴うため、材料費、工費等に与える影響を慎重に判断し、見積りを行っ

ております。

　また、受注後の状況の変化に応じて、適時適切に工事原価総額の見直しを行っております。

　しかしながら、資機材価格の変動や仕様変更などにより、工事原価総額が変動する事象が生じた場合、翌連結会計年度の損益に影響を与え

る可能性があります。

２．（工事損失引当金）

　当社グループは、受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持受注工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額

を合理的に見積ることができる工事について、工事収益総額及び工事原価総額を基にその損失見込額を見積り、工事損失引当金を計上してお

ります。

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　工事損失引当金　　　　　　1,237百万円

　内、工事損失引当金繰入額　　253百万円

（2）会計上の見積りの内容について、連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　工事損失引当金の算定に用いる工事原価総額の見積りについては、主に過去の建造実績に基づいた数値を参考にして、建造実績と顧客との

契約で発生する仕様差による材料費、工費及びその他の費用の増減を見積った上で船舶ごとに算定しております。その中でも、新たな設計箇

所については、工事原価総額の見積りにおいて高い不確実性を伴うため、材料費、工費等に与える影響を慎重に判断し、見積りを行っており

ます。

　また、受注後の状況の変化に応じて、適時適切に工事原価総額の見直しを行っております。
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(1) 担保に供している資産…………建物 236百万円

構築物 372百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 3,070百万円

合計 3,679百万円

(2) 担保に係る債務…………………短期借入金 800百万円

長期借入金 1,625百万円

(１年以内返済予定額含む)

合計 2,425百万円

２．資産に係る減価償却累計額………有形固定資産 24,321百万円

(3) 再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額………………△1,943百万円

調達年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 合　計

残　　高

（百万円）
485 900 1,500 1,995 4,880

コミットメントラインの総額 9,000百万円

借入実行残高 800百万円

差引額 8,200百万円

種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

発行済株式

普通株式 2,253,000株 － － 2,253,000株

合　計 2,253,000株 － － 2,253,000株

自己株式

普通株式(注) 558,052株 160株 － 558,212株

合　計 558,052株 160株 － 558,212株

　しかしながら、資機材価格の変動や仕様変更などにより、工事原価総額が変動する事象が生じた場合、翌連結会計年度の損益に影響を与え

る可能性があります。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

３．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金負担相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　　(1) 再評価の方法……………………土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税

評価額により算出しております。

(2) 再評価を行った年月日…………2000年３月31日

４．財務制限条項

（注）すべての調達に共通して、各年度の決算期末日における単体の貸借対照表において債務超過とならないことを確約する財務制限条項が

付されております。

５．コミットメントライン契約

　当社の今後の事業成長に伴い生じる資金需要に対し、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保するとともに、より一層の財務基盤の強化を図

るためにコミットメントライン契約を締結しております。

　コミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　なお、コミットメントライン契約については、各年度の決算期末日における単体の貸借対照表において債務超過とならないことを確約する財

務制限条項が付されております。

Ⅳ．連結損益計算書に関する注記

　工事損失引当金繰入額に関する注記

　　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は253百万円であります。

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び株式数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加160株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 169 利益剰余金 100
2024年

３月31日
2024年

６月24日

決議予定 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 67 利益剰余金 40
2025年

３月31日
2025年

６月30日

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券

その他有価証券（注） 555 555 －

資産計 555 555 －

(1) １年内返済予定の長期借入金 2,255 2,255 －

(2) 長期借入金 2,625 2,625 －

負債計 4,880 4,880 －

区分 当　連　結　会　計　年　度（百万円）

非上場株式 458

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社グループの与信

管理規程に従い、毎月開催される収益フォロー会議において、取引先ごとの期日及び残高を管理し、リスク低減を図っております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に取引上の関係を有する企業の株式であり、四半期ごとに

時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は主に運転資金並びに設備投資に

係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期借入金については、支払金利の変

動リスクを回避し支払利息の固定化を目的として、固定金利で調達することを借入の都度検討しております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次で資金計画を作成するなどの方法によ

り管理しております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替相場の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引、借入金

に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

３．会計方針に関する事項（6）ヘッジ会計の方法」に記載しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、支払手形及び買掛金、短期借入金、未払費用に関しては短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）　市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであり

ます。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負

債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定

した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算

定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 555 － － 555

資産計 555 － － 555

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

１年内返済予定の長期借入金 － 2,255 － 2,255

長期借入金 － 2,625 － 2,625

負債計 － 4,880 － 4,880

１株当たり純資産額 6,406円35銭

１株当たり当期純利益 600円56銭

（単位：百万円）

報告セグメント
その他（注１） 合計

船舶事業

売上高

一時点で移転される財又はサービス（注２） 3,900 539 4,439

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 40,209 － 40,209

顧客との契約から生じる収益 44,109 539 44,648

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 44,109 539 44,648

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

資産

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１に分類しております。

負債

１年内返済予定の長期借入金、長期借入金

　これらの時価は、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似して

いると考えられるため、レベル２の時価に分類しております。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

Ⅷ．収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、陸上事業及びサービス事業を含んでおります。

　　２．一定の期間にわたり移転される財又はサービスのうち、期間がごく短い工事については、一時点で移転される財又はサービスに含ん

でおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ３．会計方針に関する事項（4）収益及び費用の計上基準」に記載の

とおりであります。
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当連結会計年度（期首） 当連結会計年度（期末）

　顧客との契約から生じた債権

　　受取手形

　　電子記録債権

　　売掛金

8

－

1,057

5

7

2,859

　契約資産 9,002 17,135

　契約負債 12,793 13,865

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　契約資産は、主に顧客との新造船契約について期末日時点で完了している履行義務のうち、未請求となっている対価に対する当社の権利に

関するものであります。契約資産は、対価に対する当社の権利が無条件となった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

　契約負債は、主に顧客との新造船契約の支払い条件に基づいて顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は収益の認識

に伴って取り崩されます。

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は5,261百万円であります。

　当連結会計年度中の契約資産の残高の変動については、期中において対価に対する当社の権利が無条件となったため、顧客との契約から生

じた債権に振り替えられた後に、入金を受けたため減少した部分と、期中に完了している履行義務のうち、期末日時点で対価に対する当社の

権利が無条件となっていない部分の純額で増加しております。

　過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額に重要性はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループでは、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の総額は、当連結会計年度末において100,497百万円であ

り、当該残存履行義務の充足につれて、１年から４年の間で収益を認識することを見込んでおります。なお、船舶事業以外のセグメントにつ

いては、当初に予想される契約期間が１年以内のため注記の対象に含めておりません。

Ⅸ．その他の注記

１．追加情報

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後に開始す

る連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、

法定実効税率を30.5％から31.4％に変更し計算しております。

　なお、この変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。

２．その他

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 1,200 416 255 672 8,166 8,166 △2,017 8,021

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △169 △169 － △169

当 期 純 利 益 － － － － 1,012 1,012 － 1,012

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 842 842 △0 842

当 期 末 残 高 1,200 416 255 672 9,008 9,008 △2,018 8,863

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 178 △5 1,585 1,758 9,779

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △169

当 期 純 利 益 － － － － 1,012

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

29 5 △23 10 10

当 期 変 動 額 合 計 29 5 △23 10 852

当 期 末 残 高 207 － 1,561 1,768 10,631

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

－ 11 －



個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式………………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産

・原材料及び貯蔵品……………………個別法及び移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に

より算定）

・仕掛品…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

(3) デリバティブ……………………………時価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産(リース資産を除く)……定率法

　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用して

おります。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　３年～65年

構築物　　　　３年～60年

機械及び装置　２年～40年

(2）無形固定資産(リース資産を除く)……定額法

及び長期前払費用 　但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

(3）リース資産………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 船舶保証工事引当金……………………新造船の保証工事に対する費用支出に備えるため、保証期間内の保証工事費用見積額を計上しており

ます。

(3) 工事損失引当金…………………………受注工事の損失に備えるため、当事業年度末における手持受注工事のうち、損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、その損失見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準

　当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり

ます。

①船舶事業

　船舶事業においては、主に新造船の建造並びに船舶の改造、修繕を行っております。収益の認識について、一定の期間にわたり履行義務が充

足される取引については、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり

認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法については、インプット法によっており、決算日までに発生した工事原

価が工事原価総額に占める割合をもって算出しております。また、その対価は契約条件に従い、段階的に受領しているため、重要な金融要素は

ありません。

　一定の期間にわたり履行義務が充足される取引のうち、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充

足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により収益を認識しております。その対価は商品等の引渡し後概

ね６ヶ月以内に受領しているため、重要な金融要素はありません。
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　一時点で履行義務が充足される取引及び期間がごく短い工事については、主に顧客に商品等を引き渡した時点で収益を認識しております。

また、その対価は商品等の引渡し後概ね６ヶ月以内に受領しているため、重要な金融要素はありません。

②その他事業

　その他事業においては、太陽光発電の売電を行っており、主に顧客に商品等を引き渡した時点で認識しております。また、その対価は商品等

の引渡し後概ね３ヶ月以内に受領しているため、重要な金融要素はありません。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

　為替予約取引は、為替予約が付されている外貨建金銭債権について、振当処理を採用しております。金利スワップ取引は、特例処理の要

件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

  ①ヘッジ手段………為替予約、金利スワップ

  ②ヘッジ対象………売掛金、借入金

（3）ヘッジ方針

　売掛金、借入金に係るヘッジ取引は、通常の範囲内において、将来の為替変動リスク、金利変動リスクの回避（キャッシュ・フローの固

定）を目的として行っており、投機的な取引は行わない方針であります。

（4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、キャッシュ・フローの変動を完全に相

殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
１．（船舶事業に係る収益の認識）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

　売上高（当期完成引渡しを除く）　29,355百万円

（2）会計上の見積りの内容について、計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　連結注記表の「Ⅱ.会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

２．（工事損失引当金）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

　工事損失引当金　　　　　1,237百万円

　工事損失引当金繰入額　　　253百万円

（2）会計上の見積りの内容について、計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　連結注記表の「Ⅱ.会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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(1) 担保に供している資産……………建物 236百万円

構築物 372百万円

機械及び装置 0百万円

土地 3,070百万円

合計 3,679百万円

(2) 担保に係る債務……………………短期借入金 800百万円

長期借入金 1,625百万円

(１年以内返済予定額含む)

合計 2,425百万円

２．資産に係る減価償却累計額…………有形固定資産 24,178百万円

短期金銭債権 343百万円

短期金銭債務 2,507百万円

(1) 再評価の方法………………………土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産

税評価額により算出しております。

(2) 再評価を行った年月日……………2000年３月31日

(3) 再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額…………………△1,943百万円

調達年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 合　計

残　　高

（百万円）
485 900 1,500 1,995 4,880

コミットメントラインの総額 9,000百万円

借入実行残高 800百万円

差引額 8,200百万円

(1) 営業取引による取引高……………仕入高 8,295百万円

(2) 営業取引以外の取引に

よる取引高…………………………資産購入高 196百万円

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金負担相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

５．財務制限条項

（注）すべての調達に共通して、各年度の決算期末日における単体の貸借対照表において債務超過とならないことを確約する財務制限条項が

付されております。

６．コミットメントライン契約

　当社の今後の事業成長に伴い生じる資金需要に対し、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保するとともに、より一層の財務基盤の強化を図

るためにコミットメントライン契約を締結しております。

　コミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　なお、コミットメントライン契約については、各年度の決算期末日における単体の貸借対照表において債務超過とならないことを確約する財

務制限条項が付されております。

Ⅳ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

２．工事損失引当金繰入額に関する注記

　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は253百万円であります。
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株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 558,052株 160 － 558,212株

親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
被 所 有 割 合

関 連 当 事 者 と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

その他の
関係会社

カナデビア
株式会社
（注1）

直接
39.50％

間接
－％

資材の購入を委託・機材の
購入・因島工場の土地建物
等を賃借

原 材 料
の 購 入 等

（注2）
7,674 買 掛 金 2,410

１株当たり純資産額 6,273円33銭

１株当たり当期純利益 597円20銭

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加160株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

Ⅵ．税効果会計に関する注記

　繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年金費用であります。

Ⅶ．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造設備、事務機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しておりま

す。

Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記

（注）1. 2024年10月１日付で、日立造船株式会社はカナデビア株式会社に社名変更しております。

　　　2. 取引条件ないし取引条件の決定方針等

　 取引金額は、市場価格をもとに算出し、購入の都度決定しております。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

Ⅹ．収益認識に関する注記

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　連結注記表の「Ⅷ．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、省略しております。

Ⅺ．その他の注記

１．追加情報

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後に開始する

事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実

効税率を30.5％から31.4％に変更し計算しております。

　なお、この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

２．その他

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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